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（単位：円）

資　産　の　部

Ⅰ
1,389,713,312

5,660,786,589
△ 35,476,875 5,625,309,714

1,063,357
11,150,448
98,427

7,027,335,258

Ⅱ
1

213,115,000
△ 26,967,542 186,147,458
21,495,000
△ 9,182,750 12,312,250
54,478,525

△ 29,484,706 24,993,819
223,453,527

2
5,220,810
182,000
5,402,810

3

120,791,911
△ 87,172,940 33,618,971

10,626,840
44,245,811

273,102,148
7,300,437,406

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

投資 その 他の 資産
破 産 更 生 債 権 等
破産更生債権等
貸 倒 引 当 金

敷 金 ・ 保 証 金

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金
貸 付 金

流 動 資 産 合 計

貸 付 金
貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

工具器具備品減価償却累計額

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

車両運搬具減価償却累計額

流 動 資 産

固 定 資 産

（平成１９年３月３１日現在）

金                  　　　額

車 両 運 搬 具

科　　　　　　　目

建物減価償却累計額

未 収 収 益
未 収 金

建 物
有 形 固 定 資 産
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（単位：円）

負　債　の　部

Ⅰ
100,466,620
36,070,308

1,293,000,000
13,748,922
19,509,770
70,000

1,388,200
3,241,088
45,958
840,000

1,468,380,866

Ⅱ

28,297,541
4,717,482 33,015,023

3,834,800,000
1,960,000

3,869,775,023
5,338,155,889

資　本　の　部
Ⅰ

275,907,851
275,907,851

Ⅱ
1,000,000,000
△ 8,438,547
△ 45,860,598

945,700,855

Ⅲ 740,672,811
1,962,281,517
7,300,437,406

未 払 消 費 税 等

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金
基 金

損益外減価償却累計額

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

預 り 補 助 金 等

資 産 見 返 負 債

短 期 リ － ス 債 務

資 本 金 合 計

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

資産見返運営費交付金

資産見返補助金等

科　　　　　　　目

流 動 負 債

政 府 出 資 金

長 期 リ － ス 債 務
長 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

固 定 負 債

運 営 費 交 付 金 債 務

金                  　　　額
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損　　　益　　　計　　　算　　　書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

（単位：円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　額

経常費用
北方対策業務費
啓発支援費 214,678,716
人件費 29,775,047
外部委託費 3,800,000
水道光熱費 746,801
旅費交通費 79,422,097
消耗品費 17,268,179
諸謝金 18,348,619
通信費 3,321,410
運搬費 1,853,552
図書印刷費 8,804,935
賃借料 9,089,568
会議費 8,096,109
保険料 947,843
租税公課 41,000
船舶使用料 24,000,000
その他業務経費 45,042,818 465,236,694

受託業務費
代理店委託経費 39,735,337
船舶使用料 4,800,000
その他受託業務費 21,016,216 65,551,553

貸付業務費
外部委託費 14,550,765
旅費交通費 7,431,391
消耗品費 1,430,128
通信費 2,081,140
図書印刷費 1,016,610
その他業務経費 3,033,380 29,543,414

一般管理費
役員報酬 37,108,156
給与、賞与及び諸手当 135,873,056
その他人件費 16,080,660
法定福利費 22,931,577
退職手当 3,929,725
旅費交通費 2,379,340
賃借料 29,604,949
会議費 163,216
水道光熱費 1,287,025
消耗品費 408,125
諸謝金 88,000
通信費 72,102
租税公課 174,700
保険料 8,280
図書印刷費 937,862
その他管理経費 11,485,596
減価償却費 10,038,927 272,571,296

財務費用
支払利息 89,189,994
　　経常費用合計 922,092,951

経常収益
運営費交付金収益 610,702,204
政府受託収入 65,701,867
補助金等収益 155,293,192
貸付金利息 77,968,859
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 6,067,949
資産見返補助金等戻入 1,366,566 7,434,515

財務収益
有価証券利息 3,365,754
受取利息 958,512 4,324,266

雑益 36
　　経常収益合計 921,424,939
　　　　経常利益（△損失） △ 668,012

臨時損失
固定資産除却損 1,596,227

　　臨時損失合計 1,596,227

臨時利益
貸倒引当金戻入益 2,317,853
償却債権取立益 40,000

　　臨時利益合計 2,357,853

当期純利益 93,614
当期総利益 93,614
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

北方対策業務費支出 △ 220,884,010

啓発支援費支出 △ 214,678,716

人件費支出 △ 241,019,049

受託業務費支出 △ 64,163,353

貸付けによる支出 △ 968,846,000

委託手数料支出 △ 14,616,449

その他の業務支出 △ 61,003,775

運営費交付金収入 654,040,000

政府受託収入 67,627,004

貸付金回収による収入 919,856,267

貸付金利息収入 77,774,091

補助金等収入 192,340,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 40,473,689

その他収入 40,036

　　　　小計 85,992,357

利息の受取額 5,097,007

利息の支払額 △ 89,605,686

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,483,678

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 700,000,000

有価証券の償還による収入 700,000,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 10,394,790

有形固定資産の処分による支出 △ 1,468,950

敷金・保証金の返還による収入 256,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,607,740

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,250,000,000

短期借入金の返済による支出 △ 1,250,000,000

長期借入れによる収入 1,620,200,000

長期借入金の返済による支出 △ 1,655,700,000

リ－ス債務の返済による支出 △ 840,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 36,340,000

Ⅳ 資金増加額（△減少額） △ 46,464,062

Ⅴ 資金期首残高 436,177,374
Ⅵ 資金期末残高 389,713,312

キャッシュ・フロー計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目 金　　　　額
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

北方対策業務費 465,236,694

受託業務費 65,551,553

貸付業務費 29,543,414

一般管理費 272,571,296

財務費用 89,189,994

臨時損失 1,596,227 923,689,178

政府受託収入 △ 65,701,867

貸付金利息 △ 77,968,859

財務収益 △ 4,324,266

雑益 △ 36

臨時利益 △ 2,357,853 △ 150,352,881

773,336,297

Ⅱ

10,663,910

527,370 11,191,280

Ⅲ 14,817,557

Ⅳ

182,330

20,248,871 20,431,201

Ⅴ 819,776,335

損益外固定資産除売却相当額

損益外減価償却相当額

金　　　　　　　　　　　額

行政サービス実施コスト計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目

損益外減価償却等相当額

(1) 損益計算書上の費用

(2) （控除）自己収入等

業　務　費　用　合　計

行政サービス実施コスト

引当外退職給付増加見積額

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用

機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又
は減額された使用料による貸借取引
の機会費用
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注　記　事　項

Ⅰ 重要な会計方針

１　運営費交付金収益の計上基準

　費用進行基準を採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

　　　　建物　　　　　　　　５～47年

　　　　車両運搬具　　　　　　　５年

　　　　工具器具備品　　 ２～15年

　②　無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

　　　（３～５年）に基づいております。

　　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額につい

　　ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３　退職給付に係る引当金及び見積り額の計上基準

  役職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上

しておりません。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年

度末に在職する役職員について、自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上し

ております。

４ 　引当金の計上根拠及び計上基準

　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

５ 　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　（１）　国有財産等無償使用の機会費用の計算方法

　　　　　近隣の固定資産評価額を参考にし、一定率を乗じて算出しております。

　（２）　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　　　国債利回り等を参考に１．６５０％で算出しております。

６ リ－ス取引の処理方法

　リ－ス料総額が３００万円以上のファイナンス・リ－ス取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　リ－ス料総額が３００万円未満のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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７ 　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

８ 　 会計処理の変更

(固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準等）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（「固定資産の減損に係る独立

行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（独立行政法人

会計基準研究会（平成17年6月29日）））を適用しております。

　これによる損益及び資本に与える影響はありません。

Ⅱ 貸借対照表関係

　運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

70,917,335円

　補助金等から充当されるべき退職手当の見積額

68,683,021円

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 1,389,713,312 円

　　定期預金 1,000,000,000 円

　　現金及び現金同等物 389,713,312 円

Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書関係

　　引当外退職給付増加見積額のうち、6,301,069円については国からの出向職員に係るもので

　す。

Ⅴ　減損会計関係

用途 種　類 場　所 帳簿価額

通信設備 電話加入権 東京事務所 182,000円

札幌事務所 一般回線13,000円×14回線

　　電話加入権の売買市場価格が著しく下落したため、減損の兆候が認められましたが、

　回収可能サービス価額（ＮＴＴ公定価格37,800円）が帳簿価額を上回っているため、

　減損額は算出されませんでした。

Ⅵ　重要な債務負担行為

　　該当なし

Ⅶ　重要な後発事象

　　該当なし
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法　　　人　　　単　　　位

附　　　　属　　　　明　　　　細　　　　書

1 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86
特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益
外減価償却相当額も含む。）の明細

2 貸付金の明細

3 長期借入金の明細

4 貸付金に対する貸倒引当金の明細

5 退職給付引当金の明細

6 資本金及び資本剰余金の明細

7 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

8 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

9 役員及び職員の給与の明細

10 開示すべきセグメント情報

11 その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

12 各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類

13 法人単位財務諸表と各勘定財務諸表の関係を明らかにする書類

14 勘定別の利益の処分に関する書類

15 関連公益法人等に関する事項
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１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による
　損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額

差引当期末残高 摘　要

当期償却額

建　　　物 2,205,000 0 0 2,205,000 272,868 130,977 1,932,132

有形固定資産 車両運搬具 21,495,000 0 0 21,495,000 9,182,750 3,953,100 12,312,250

（償却費損益内） 工具器具備品 23,012,328 7,655,340 127,277 30,540,391 12,068,782 4,503,854 18,471,609

計 46,712,328 7,655,340 127,277 54,240,391 21,524,400 8,587,931 32,715,991

建　　　物 210,910,000 0 0 210,910,000 26,694,674 7,627,050 184,215,326

有形固定資産 車両運搬具 0 0 0 0 0 0 0

（償却費損益外） 工具器具備品 25,467,159 0 1,529,025 23,938,134 17,415,924 2,743,735 6,522,210

計 236,377,159 0 1,529,025 234,848,134 44,110,598 10,370,785 190,737,536

建　　　物 213,115,000 0 0 213,115,000 26,967,542 7,758,027 186,147,458

有形固定資産合計
車両運搬具 21,495,000 0 0 21,495,000 9,182,750 3,953,100 12,312,250

工具器具備品 48,479,487 7,655,340 1,656,302 54,478,525 29,484,706 7,247,589 24,993,819

計 283,089,487 7,655,340 1,656,302 289,088,525 65,634,998 18,958,716 223,453,527

無形固定資産 ソフトウェア 6,492,150 2,529,450 0 9,021,600 3,800,790 1,450,996 5,220,810

（償却費損益内） 計 6,492,150 2,529,450 0 9,021,600 3,800,790 1,450,996 5,220,810

無形固定資産 ソフトウェア 1,750,000 0 0 1,750,000 1,750,000 293,125 0

（償却費損益外） 計 1,750,000 0 0 1,750,000 1,750,000 293,125 0

無形固定資産 電話加入権 182,000 0 0 182,000 182,000

（非償却） 計 182,000 0 0 182,000 182,000

ソフトウェア 8,242,150 2,529,450 0 10,771,600 5,550,790 1,744,121 5,220,810

無形固定資産合計 電話加入権 182,000 0 0 182,000 182,000

計 8,424,150 2,529,450 0 10,953,600 5,550,790 1,744,121 5,402,810

投資その他の資産

破産更生債権等 136,465,997 3,025,000 18,699,086 120,791,911 120,791,911

貸倒引当金 △ 98,081,657 4,263,252 △ 6,645,465 △ 87,172,940 △ 87,172,940

敷金・保証金 10,882,840 0 256,000 10,626,840 10,626,840

計 49,267,180 7,288,252 12,309,621 44,245,811 44,245,811
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２　貸付金（破産更生債権等含む）の明細

３　長期借入金の明細

４　貸付金に対する貸倒引当金の明細

※　貸倒引当金の算定方法は｢重要な会計方針｣に記載している。

５　退職給付引当金の明細

６　資本金及び資本剰余金の明細

(63,600,000)
三 菱 東 京 UFJ 0 350,000,000 0

350,000,000
1.77 H25.12.25

1.83 H25.12.25
(190,200,000)

655,000,000 350,000,000 101,400,000
903,600,000

1.61 H25.11.25
(436,800,000)

1,770,600,000 421,200,000 418,400,000
1,773,400,000

1.62 H25.12.25
(447,200,000)

1,693,800,000 499,000,000 416,200,000
1,776,600,000

1.70 H21.12.25
(155,200,000)

1,043,900,000 0 719,700,000
324,200,000

(1,293,000,000)
5,163,300,000 1,620,200,000 1,655,700,000

5,127,800,000
1.67

0

0

△ 8,438,5470△ 1,529,025

0

2,098,500

2,098,500 0 2,098,500 0

0

退職給付引当金

摘　　　要

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

期首残高 当期増加額 当期減少額

0 0

2,098,500

区　　　分

2,098,500

2,098,500

275,907,851
資本金

資本剰余金

計

資本剰余金

基      金

政府出資金

956,892,135

△ 36,198,343

  損益外固定資

1,000,000,000

△ 6,909,522

275,907,851

　産除売却差額

計

30,450,392

期末残高

98,081,657 △ 10,908,717

期首残高

9,816,231

摘 要当 期 減 少 額 返 済 期 限期 首 残 高 当 期 増 加 額

一般債権

貸倒懸念債権

区 分

農 林 中 金

北 洋 銀 行

道 信 漁 連

信 金 中 金

計

貸付金の残高

48,277,648 5,620,519,9665,572,242,318

当期増減額

△ 15,674,086

計 5,739,158,707 42,419,793

破産更生債権等 136,465,997

損益外減価償却
累計額

△ 10,663,910

945,700,855

事 業 資 金

当期減少額

償却額

442,938,000

区分 資金種類 期首残高 当期増加額

120,791,911

1,074,622,152

期末残高

146,923,959

1,288,200,602

1,110,580,443

30,696,200

157,015,201

回収額

23,530,000 3,673,800

6,645,465

465,273,658

4,427,357,898

371,073,3313,094,726

1,523,000

0 3,478,737,128

49,940,000

4,401,099,354

80,000,000

413,003,991

3,416,589,607

406,075,603 81,847,546

245,852,479

443,685,464 61,188,000

24,291,24214,200,000 0

01,255,167,353

1,400,00084,456,543 15,380,000

11,400,00050,292,137

27,739,925 70,696,618

627,739 41,577,16319,487,235

0

417,898,000

10,840,000

381,939,709 0

968,846,000

摘要

409,904,751

38,076,806修 学 資 金

生 活 資 金

6,645,465

308,000,000

445,908,000

5,781,578,500

0 66,020,000

商 工 資 金

計

漁 業 資 金

法 人 資 金

計

農 林 資 金

生 活 資 金

住宅新築資金

住宅改良資金

更 生 資 金

計

96,872,000

919,780,742

平 均 利 率 (%)
（うち一年以内返済予定額）

82,892,000

5,739,158,707

借 入 先

（単位：円）

区 分 期末残高

1,926,494

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

期 末 残 高

摘要

40,266,623 20,301,471

当期増加額 当期減少額

5,781,578,500 131,613,133 △ 8,963,318

△ 1,001,655△ 12,192,935

275,907,851

1,000,000,0000 0

275,907,851

0

0

△ 1,001,655

15,175,404

貸倒引当金の残高

期首残高 当期増減額 期末残高

15,156,499 18,905

摘要

87,172,940

（単位：円）

期末残高

18,374,977

122,649,815

期首残高

特定資産の除却

特定資産の除却△ 45,860,598
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①１５年度交付分

①

②

③

②１６年度交付分

①

②

③

合　　　計

0

区　　　　分

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

平成1７年度 0 0 0 37,540,681

100,466,620619,910,494

当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額： 0円
イ）自己収入に係る収益計上額： 0円
ウ）固定資産の取得額： 0円

0

37,540,681

66,337,114合　　　計

平成1８年度 0

0

0

0

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

0

0

計

資産見返運営費交付
金

資本剰余金

区　　　　分

成果進行基準
による振替額

計

小　　　計

0 0

610,702,204

0 0

0

交付年度

平成1５年度 15,126,168

期首残高

７　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

当　　期　　振　　替　　額

資本剰余金運営費交付金

9,208,290

13,670,2650 0

運営費交付金

0

15,126,168

交　付　額

13,670,265平成1６年度

運営費交付金収益

資本剰余金

資産見返運営費交付
金

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益

計

費用進行基準
による振替額

計 0

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0   －（成果進行基準を採用した業務は無い）

会計基準第80第3項による
振替額

資本剰余金 0

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

資本剰余金 0

0

資本剰余金

計 0

0

0

0

計 0

資産見返運営費交付
金

0

資本剰余金 0

0
運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし。

会計基準第80第3項による
振替額

0

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0 費用進行基準を採用した業務：全ての業務

資産見返運営費交付
金

イ）自己収入に係る収益計上額： 0円
ウ）固定資産の取得額： 0円

合　　　計

内　　　　　　　　　　　訳

 － (期間進行基準を採用した業務は無い)

当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額： 0円

収　　　　益

　 －（成果進行基準を採用した業務は無い）

  －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用した業務：全ての業務

0 0

0

金　　額

（単位：円）

金　　額

0

内　　　　　　　　　　　訳

0 0

0

期末残高

資産見返

交付金当期

9,208,290

654,040,000

0

0

0 619,910,494 34,129,506

運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし。

654,040,000 610,702,204

- 12 -



③１７年度交付分

①

②

③

④１８年度交付分

①

②

③

0

区　　　　分 金　　額 内　　　　　　　　　　　訳

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

0

資本剰余金 0

計 0

費用進行基準
による振替額

資本剰余金 0

計

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

0

0

区　　　　分 金　　額

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

費用進行基準を採用した業務：全ての業務

当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額： 0円
イ）自己収入に係る収益計上額： 0円
ウ）固定資産の取得額： 0円
運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし。

 － (成果進行基準を採用した業務は無い)

 － (期間進行基準を採用した業務は無い)

 － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を採用した業務：全ての業務

当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額 ： 610,806,953円

内　　　　　　　　　　　訳

運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金収益 610,702,204 ＝ 費用 610,806,953 － 収益計上 104,749
資産見返運営費交付金 9,208,290 ＝ 資産取得 9,208,290

 － (成果進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営費交付
金

0

合　　　計

会計基準第80第3項による
振替額

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付
金

0

資本剰余金 0

計 0

資本剰余金 0

計 619,910,494

運営費交付金収益 610,702,204

資産見返運営費交付
金

9,208,290

会計基準第80第3項による
振替額

0

（役職員等人件費 ： 141,358,981円、その他北方対策業務費 ： 435,461,647円､
その他経費 ： 33,986,325円）
イ）自己収入に係る収益計上額 ： 104,749円
ウ）固定資産の取得額 ： 9,208,290円

費用進行基準
による振替額

合　　　計 619,910,494
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○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

８　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細　

　　補助金等の明細

運営費交付金債務残高の主な発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少及び給与
改定等に伴う経費の減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務については、計画
どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額は
ない。

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度において、収益
化する予定である。

976,500

0

資本剰余金

0 976,500

012,980,311

0

0 0

0143,289,381

12,980,311

0 155,293,192

0

長期預り
補助金等

左の会計処理内訳

建設仮勘定
補助金等

収益計上

0

0

37,540,681

13,670,265

142,312,8810

摘要資産見返
補助金等

（単位：円）

　　利子補給費

当期交付額

計 156,269,692

区 分

貸付事業費補助金

　　管理費補給金

（３）運営費交付金債務残高の明細

成果進行基準を採用し
た業務に係る分

0

15年度

計

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

0

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

15,126,168

16年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分
期間進行基準を採用し
た業務に係る分

計

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

17年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分
期間進行基準を採用し
た業務に係る分

計

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

費用進行業務を採用した業務は、全ての業務である。

残高の発生理由及び収益化等の計画

費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

運営費交付金債務残高の発生理由は、給与改定等による減及び会計上計上する必要の無い退
職給付引当金繰入額を予算に含めていたことにより、運営費交付金の収益化額が計画を下回
り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務
については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業
年度への繰越額はない。

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度において、収益
化する予定である。

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度において、収益
化する予定である。

 － (期間進行基準を採用した業務は無い)

 － (成果進行基準を採用した業務は無い)

 － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

運営費交付金債務残高の主な発生理由は、人事交流等による給与額の減により、運営費交付
金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本
事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による
運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

 － (成果進行基準を採用した業務は無い)

  － （期間進行基準を採用した業務は無い）

  － （成果進行基準を採用した業務は無い）

37,540,681

交付年度
運営費交付
金債務残高

0

13,670,265

0

15,126,168

運営費交付金債務残高の主な発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少及び給与
改定等に伴う経費の減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務については、計画
どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額は
ない。

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において、収益化す
る予定である。

計 34,129,506

18年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分

0  － (成果進行基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

0  － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

34,129,506

費用進行業務を採用した業務は、全ての業務である。
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９　役員及び職員の給与の明細　

　（注）

　　３　非常勤職員給与については、非常勤職員の就業等に関する規程による。

　　４　支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。

　　５（　）書きは、非常勤役員及び非常勤職員で外数である。

人件費には、含まれていない。

10　開示すべきセグメント情報

11　その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　現金及び預金

※ 旅費・交通費及び共通費の支払

(5)

21

(48,380) (21)

退職手当

一 般 業 務 勘 定 貸 付 業 務 勘 定

支給額

（ 運 営 費 交 付 金 ） （貸付事業費補助金）

支給人員

（単位：千円、人）

報酬又は給与

独立行政法人北方領土問題対策協会

一般管理費

業務費（貸付関係）

一般管理費

業務費（啓発関係）

支給人員
区 分

支給額

　　６　非常勤職員の給与及び退職手当のうち一般勘定分は、業務費に含まれる人件費であり、これらは決算報告書の

役　　　員

職　　　員

30,732

(42,004)

(0）

3,930 3

(6,376)

0

315,782

摘 要

（単位：円）

12

郵便振替口座

区 分

普 通 預 金

1,000,000,000

1,389,713,312

各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類

3,028,479

合 計

定 期 預 金

現 金

金 額

メント情報の記載は省略しております。

        また、支給額は共通費として配分した額を計上している。

　　２　職員給与については、職員給与規程による。なお、支給額及び支給人員には、共通費の対象人員が含まれている。

　当法人においては、セグメント情報における区分と区分経理する際の区分が一致しておりますので、セグ

386,369,051

(0）

　　１　役員報酬については、役員報酬規程による。なお、年度末の役員数は、９人となっている。

合　　　計
166,605

0

19135,873

(367)

3,930 3

(367) (5)(14)

(7)

2
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１３  法人単位財務諸表と各勘定財務諸表の関係を明らかにする書類

（単位：円）

一般業務勘定 調　　　　整 法人単位

資　産　の　部

Ⅰ
165,271,064 1,224,442,248 0 1,389,713,312

0 5,625,309,714 0 5,625,309,714
0 5,660,786,589 0 5,660,786,589
0 △ 35,476,875 0 △ 35,476,875

230,663 832,694 0 1,063,357
0 11,150,448 0 11,150,448
0 98,427 0 98,427

165,501,727 6,861,833,531 0 7,027,335,258

Ⅱ
1

213,115,000 0 0 213,115,000
△ 26,967,542 0 0 △ 26,967,542
21,495,000 0 0 21,495,000
△ 9,182,750 0 0 △ 9,182,750
39,888,421 14,590,104 0 54,478,525

△ 20,989,674 △ 8,495,032 0 △ 29,484,706

217,358,455 6,095,072 0 223,453,527

2
4,649,872 570,938 0 5,220,810
91,000 91,000 0 182,000

4,740,872 661,938 0 5,402,810

3
0 33,618,971 0 33,618,971
0 120,791,911 0 120,791,911
0 △ 87,172,940 0 △ 87,172,940

10,626,840 0 0 10,626,840

10,626,840 33,618,971 0 44,245,811

232,726,167 40,375,981 0 273,102,148

建 物

敷 金 ・ 保 証 金

未 収 金

建 物 減 価 償 却 累 計 額

車両運搬具減価償却累計額

破 産 更 生 債 権 等

無形固定資産合計

工 具 器 具 備 品

電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金
貸 付 金
貸 付 金

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

有形固定資産合計

車 両 運 搬 具

破 産 更 生 債 権 等
投 資 そ の 他 の 資 産

工具器具備品減価償却累計額

6,902,209,512

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資　　　産　　　合　　　計

（1）　貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成１９年３月３１日現在）

7,300,437,406

貸付業務勘定

398,227,894

科　　　　　　　目

0
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（単位：円）

一般業務勘定 調　　　　整 法人単位

負　債　の　部

Ⅰ
100,466,620 0 0 100,466,620

0 36,070,308 0 36,070,308
0 1,293,000,000 0 1,293,000,000

6,718,087 7,030,835 0 13,748,922
0 19,509,770 0 19,509,770

70,000 0 0 70,000
1,388,200 0 0 1,388,200
2,135,620 1,105,468 0 3,241,088

0 45,958 0 45,958
840,000 0 0 840,000

111,618,527 1,356,762,339 0 1,468,380,866

Ⅱ
28,297,541 4,717,482 0 33,015,023
28,297,541 0 0 28,297,541

0 4,717,482 0 4,717,482
0 3,834,800,000 0 3,834,800,000

1,960,000 0 0 1,960,000

30,257,541 3,839,517,482 0 3,869,775,023

負 債 合 計 141,876,068 5,196,279,821 0 5,338,155,889

資　本　の　部
Ⅰ

275,907,851 0 0 275,907,851

275,907,851 0 0 275,907,851

Ⅱ
0 1,000,000,000 0 1,000,000,000

△ 8,438,547 0 0 △ 8,438,547
△ 45,860,598 0 0 △ 45,860,598

△ 54,299,145 1,000,000,000 0 945,700,855

Ⅲ
34,649,506 705,929,691 0 740,579,197
93,614 0 0 93,614

34,743,120 705,929,691 0 740,672,811

資 本 合 計 256,351,826 1,705,929,691 0 1,962,281,517

（うち当期総利益 93,614）

積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

固 定 負 債 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金
政 府 出 資 金

資 本 剰 余 金

資 産 見 返 補 助 金 等

未 払 金

預 り 補 助 金 等

未 払 消 費 税 等

前 受 収 益
預 り 金

未 払 費 用

資 本 金 合 計

貸付業務勘定

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金

7,300,437,4060

未 払 法 人 税 等

短 期 リ － ス 債 務

長 期 リ － ス 債 務

資 産 見 返 負 債
資産見返運営費交付金

一年内返済予定長期借入金

科　　　　　　　目

流 動 負 債
運 営 費 交 付 金 債 務

6,902,209,512

利 益 剰 余 金 合 計

負　債　資　本　合　計 398,227,894

資 本 剰 余 金 合 計

基 金

損益外減価償却累計額

利 益 剰 余 金
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（２）　損　　　益　　　計　　　算　　　書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

（単位：円）

科　　　　　　　目 一般業務勘定 貸付業務勘定 調　　　整 法人単位

経常費用
北方対策業務費
啓発支援費 214,678,716 0 0 214,678,716
人件費 29,775,047 0 0 29,775,047
外部委託費 3,800,000 0 0 3,800,000
水道光熱費 746,801 0 0 746,801
旅費交通費 79,422,097 0 0 79,422,097
消耗品費 17,268,179 0 0 17,268,179
諸謝金 18,348,619 0 0 18,348,619
通信費 3,321,410 0 0 3,321,410
運搬費 1,853,552 0 0 1,853,552
図書印刷費 8,804,935 0 0 8,804,935
賃借料 9,089,568 0 0 9,089,568
会議費 8,096,109 0 0 8,096,109
保険料 947,843 0 0 947,843
租税公課 41,000 0 0 41,000
船舶使用料 24,000,000 0 0 24,000,000
その他業務経費 45,042,818 0 0 45,042,818

受託業務費
代理店委託経費 39,735,337 0 0 39,735,337
船舶使用料 4,800,000 0 0 4,800,000
その他受託業務費 21,016,216 0 0 21,016,216

貸付業務費
外部委託費 0 14,550,765 0 14,550,765
旅費交通費 0 7,431,391 0 7,431,391
消耗品費 0 1,430,128 0 1,430,128
通信費 0 2,081,140 0 2,081,140
図書印刷費 0 1,016,610 0 1,016,610
その他業務経費 0 3,033,380 0 3,033,380

一般管理費
役員報酬 18,754,078 18,354,078 0 37,108,156
給与、賞与及び諸手当 78,739,956 57,133,100 0 135,873,056
その他人件費 0 16,080,660 0 16,080,660
法定福利費 11,816,732 11,114,845 0 22,931,577
退職手当 2,273,168 1,656,557 0 3,929,725
旅費交通費 1,733,180 646,160 0 2,379,340
賃借料 20,462,460 9,142,489 0 29,604,949
会議費 163,216 0 0 163,216
水道光熱費 921,605 365,420 0 1,287,025
消耗品費 310,052 98,073 0 408,125
諸謝金 88,000 0 0 88,000
通 50,000信費 22,102 0 72,102
租税公課 174,700 0 0 174,700
保険料 8,280 0 0 8,280
図書印刷費 937,862 0 0 937,862
その他管理経費 6,828,020 4,657,576 0 11,485,596
減価償却費 6,964,649 3,074,278 0 10,038,927

財務費用
支払利息 0 89,189,994 0 89,189,994

経常費用合計 681,014,205 241,078,746 0 922,092,951

経常収益
運営費交付金収益 610,702,204 0 0 610,702,204
政府受託収入 65,701,867 0 0 65,701,867
補助金等収益 0 155,293,192 0 155,293,192
貸付金利息 0 77,968,859 0 77,968,859
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 6,067,949 0 0 6,067,949
資産見返補助金等戻入 0 1,366,566 0 1,366,566

財務収益
有価証券利息 0 3,365,754 0 3,365,754
受取利息 104,749 853,763 0 958,512

雑益 0 36 0 36
経常収益合計 682,576,769 238,848,170 0 921,424,939

　　　　経常利益（△損失） 1,562,564 △ 2,230,576 0 △ 668,012

臨時損失
固定資産除却損 1,468,950 127,277 0 1,596,227
臨時損失合計 1,468,950 127,277 0 1,596,227

臨時利益
貸倒引当金戻入益 0 2,317,853 0 2,317,853
償却債権取立益 0 40,000 0 40,000
臨時利益合計 0 2,357,853 0 2,357,853

当期純利益 93,614 0 0 93,614
当期総利益 93,614 0 0 93,614
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

北方対策業務費支出 △ 220,884,010 0 0 △ 220,884,010

啓発支援費支出 △ 214,678,716 0 0 △ 214,678,716

人件費支出 △ 138,486,995 △ 102,532,054 0 △ 241,019,049

受託業務費支出 △ 64,163,353 0 0 △ 64,163,353

貸付けによる支出 0 △ 968,846,000 0 △ 968,846,000

委託手数料支出 0 △ 14,616,449 0 △ 14,616,449

その他の業務支出 △ 31,710,930 △ 29,292,845 0 △ 61,003,775

運営費交付金収入 654,040,000 0 0 654,040,000

政府受託収入 67,627,004 0 0 67,627,004

貸付金回収による収入 0 919,856,267 0 919,856,267

貸付金利息収入 0 77,774,091 0 77,774,091

補助金等収入 0 192,340,000 0 192,340,000

補助金等の精算による返還金の支出 0 △ 40,473,689 0 △ 40,473,689

その他収入 0 40,036 0 40,036

　　　　小計 51,743,000 34,249,357 0 85,992,357

利息の受取額 104,749 4,992,258 0 5,097,007

利息の支払額 0 △ 89,605,686 0 △ 89,605,686

業務活動によるキャッシュ・フロー 51,847,749 △ 50,364,071 0 1,483,678

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 0 △ 700,000,000 0 △ 700,000,000

有価証券の償還による収入 0 700,000,000 0 700,000,000

△ 9,208,290 △ 1,186,500 0 △ 10,394,790

有形固定資産の処分による支出 △ 1,468,950 0 0 △ 1,468,950

敷金・保証金の返還による収入 256,000 0 0 256,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 10,421,240 △ 1,186,500 0 △ 11,607,740

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 0 1,250,000,000 0 1,250,000,000

短期借入金の返済による支出 0 △ 1,250,000,000 0 △ 1,250,000,000

長期借入れによる収入 0 1,620,200,000 0 1,620,200,000

長期借入金の返済による支出 0 △ 1,655,700,000 0 △ 1,655,700,000

リ－ス債務の返済による支出 △ 840,000 0 0 △ 840,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 840,000 △ 35,500,000 0 △ 36,340,000

Ⅳ 資金増加額（△減少額） 40,586,509 △ 87,050,571 0 △ 46,464,062

Ⅴ 資金期首残高 124,684,555 311,492,819 0 436,177,374

Ⅵ 資金期末残高 165,271,064 224,442,248 0 389,713,312

有形固定資産及び
無形固定資産の取得による支出

貸付業務勘定 調　　　　整 法人単位

（３）　キャッシュ・フロー計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目 一般業務勘定
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用 682,483,155 241,206,023 0 923,689,178

北方対策業務費 465,236,694 0 0 465,236,694

受託業務費 65,551,553 0 0 65,551,553

貸付業務費 0 29,543,414 0 29,543,414

一般管理費 150,225,958 122,345,338 0 272,571,296

財務費用 0 89,189,994 0 89,189,994

臨時損失 1,468,950 127,277 0 1,596,227

(2) (控除）自己収入等 △ 65,806,616 △ 84,546,265 0 △ 150,352,881

政府受託収入 △ 65,701,867 0 0 △ 65,701,867

貸付金利息 0 △ 77,968,859 0 △ 77,968,859

財務収益 △ 104,749 △ 4,219,517 0 △ 4,324,266

雑益 0 △ 36 0 △ 36

臨時利益 0 △ 2,357,853 0 △ 2,357,853

616,676,539 156,659,758 0 773,336,297

Ⅱ 11,191,280 0 0 11,191,280

10,663,910 0 0 10,663,910

損益外固定資産除売却相当額 527,370 0 0 527,370

Ⅲ 1,884,851 12,932,706 0 14,817,557

Ⅳ 3,931,201 16,500,000 0 20,431,201

182,330 0 0 182,330

3,748,871 16,500,000 0 20,248,871

Ⅴ 633,683,871 186,092,464 0 819,776,335

損益外減価償却相当額

引当外退職給付増加見積額

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用

機会費用

行政サービス実施コスト

国又は地方公共団体財産の無償又は
減額された使用料による貸借取引の
機会費用

法人単位

（４）　行政サービス実施コスト計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目

損益外減価償却等相当額

一般業務勘定 貸付業務勘定 調　　　　整

業　務　費　用　合　計
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1４　　勘定別の利益の処分に関する書類

(単位：円）

項　　　　　　　　　目 一般業務勘定 貸付業務勘定 法人単位

Ⅰ 当期未処分利益 93,614 0 93,614

　　当期総利益 93,614 0 93,614

Ⅱ 利益処分額 93,614 0 93,614

　　積立金 93,614 0 93,614
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１５　関連公益法人等に関する事項

（１）関連公益法人の概要

社団法人 ・北方領土の返還要求 助成団体 理事長 小泉　敏夫
千島歯舞諸島居住者連盟 署名運動の推進 副理事長 鈴木　寛和

・元居住者の事業の経営 副理事長 萬屋　　努
と生活の安定を増進する 専務理事 髙橋　淳一
ための援護対策の推進 理事 池田　英造
・返還運動後継者の育成 理事 岩田　宏一
対策推進 理事 臼田　誠治
・北方四島への自由訪問 理事 大坂　光明
事業実施 理事 大塚　誠之助

理事 影井　豪之助
理事 河田　弘登志
理事 斉藤　　斉
理事 佐藤　健二
理事 須崎　源蔵
理事 鈴木　健二郎
理事 高橋　昭一
理事 武田　勝三
理事 野潟　龍彦
理事 野口　繁正
理事 浜松　とみ
理事 宮下　健四郎
理事 森　　常雄
理事 矢原　芳蔵
理事 山崎　雷司
理事 山田　勝利
理事 山本　昭平
理事 山本　知己
理事 吉田　義久
監事 工藤　久男
監事 岡田　省一

（２）関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

（３）関連公益法人等の財務状況（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：円）

（４）関連公益法人等の基本財産の状況（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：円）

（５）関連公益法人等との取引の状況（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：円）

役　　　　　員
団体名 業務概要

協会との
関係 役職 氏名 協会での最終職名

（事業助成）

当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　事業助成金交付

該当なし

発注に係る割合

該当なし 174,599,613 67,533,064 38.67%

債権債務の明細 債務保証の明細 事業収入の金額 発注に係る金額

2,782,587

資　　産

基本財産に対する出えん、拠出、寄附等

134,592,001 29,246,957 105,345,044 174,599,613

負　　債 正味財産の額

該当なし

独立行政法人
北方領土問題対策協会

（社）千島歯舞諸島居住者連盟
援護関係事業実施

該当なし

当事業年度において負担した会費、負担金

171,817,026
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自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日  

勘　　　　　　　定　　　　　　　別

財　　　　　務　　　　　諸　　　　　表
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一 　　　般　　　業　　　務　　　勘　　　定

財　　　　　務　　　　　諸　　　　　表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

キャッシュ・フロー計算書

利益の処分に関する書類

行政サービス実施コスト計算書

注 記 事 項

附 属 明 細 書

自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日  
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（単位：円）

資　産　の　部

Ⅰ
165,271,064
230,663

165,501,727

Ⅱ
1

213,115,000
△ 26,967,542 186,147,458
21,495,000
△ 9,182,750 12,312,250
39,888,421

△ 20,989,674 18,898,747
217,358,455

2
4,649,872
91,000

4,740,872

3
10,626,840
10,626,840

232,726,167
398,227,894

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成１９年３月３１日現在）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

科　　　　　　　目 金                      　　　額

前 払 費 用

有 形 固 定 資 産

建 物 減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品
工 具 器 具 備 品 減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

車両運搬具減価償却累計額

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有形固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

無 形 固 定 資 産

投資 その 他の 資産

建 物

敷 金 ・ 保 証 金

電 話 加 入 権
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（単位：円）

負　債　の　部

Ⅰ
100,466,620
6,718,087
70,000

1,388,200
2,135,620
840,000

111,618,527

Ⅱ

28,297,541
1,960,000

30,257,541
141,876,068

資　本　の　部

Ⅰ
275,907,851

275,907,851

Ⅱ
△ 8,438,547
△ 45,860,598

△ 54,299,145

Ⅲ
34,649,506
93,614

　
34,743,120

256,351,826
398,227,894

短 期 リ － ス 債 務

長 期 リ － ス 債 務

積 立 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債
資 産 見 返 負 債
資産見返運営費交付金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 金

損益外減価償却累計額

利 益 剰 余 金

金                      　　　額科　　　　　　　目

運 営 費 交 付 金 債 務
未 払 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等

流 動 負 債

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計
利 益 剰 余 金 合 計

政 府 出 資 金

資 本 剰 余 金

( う ち 当 期 総 利 益 93,614)
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（単位：円）

経常費用
北方対策業務費
啓発支援費 214,678,716
人件費 29,775,047
外部委託費 3,800,000

746,801
79,422,097
17,268,179
18,348,619
3,321,410

運搬費 1,853,552
8,804,935

賃借料 9,089,568
会議費 8,096,109
保険料 947,843

41,000
船舶使用料 24,000,000

45,042,818 465,236,694
受託業務費
代理店委託経費 39,735,337
船舶使用料 4,800,000
その他受託業務費 21,016,216 65,551,553

18,754,078
78,739,956
11,816,732

退職手当 2,273,168
1,733,180
20,462,460

会議費 163,216
921,605
310,052

諸謝金 88,000
50,000

租税公課 174,700
保険料 8,280

937,862
6,828,020
6,964,649 150,225,958

681,014,205

経常収益
運営費交付金収益 610,702,204
政府受託収入 65,701,867
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 6,067,949 6,067,949

財務収益
受取利息 104,749 104,749

経常収益合計 682,576,769
経常利益 1,562,564

臨時損失
固定資産除却損 1,468,950
臨時損失合計 1,468,950

当期純利益 93,614
当期総利益 93,614

租税公課

その他管理経費
減価償却費

その他業務経費

給与、賞与及び諸手当

一般管理費

賃借料

経常費用合計

水道光熱費
消耗品費

図書印刷費

通信費

旅費交通費
消耗品費
諸謝金
通信費

損　　　益　　　計　　　算　　　書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

図書印刷費

役員報酬

法定福利費

旅費交通費

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

水道光熱費
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キャッシュ・フロー計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

（単位：円）

項　　　　　　　目 金　　　額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

北方対策業務費支出 △ 220,884,010

啓発支援費支出 △ 214,678,716

人件費支出 △ 138,486,995

受託業務費支出 △ 64,163,353

その他の業務支出 △ 31,710,930

運営費交付金収入 654,040,000

政府受託収入 67,627,004

　　　　小計 51,743,000

利息の受取額 104,749

業務活動によるキャッシュ・フロー 51,847,749

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 9,208,290

有形固定資産の処分による支出 △ 1,468,950

敷金・保証金の返還による収入 256,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 10,421,240

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リ－ス債務の返済による支出 △ 840,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 840,000

Ⅳ 資金増加額 40,586,509

Ⅴ 資金期首残高 124,684,555

Ⅵ 資金期末残高 165,271,064
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利益の処分に関する書類

(単位：円）

項　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

Ⅰ 当期未処分利益 93,614
　　当期総利益 93,614

Ⅱ 利益処分額
　　積立金 93,614 93,614
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

北方対策業務費 465,236,694

受託業務費 65,551,553

一般管理費 150,225,958

臨時損失 1,468,950 682,483,155

政府受託収入 △ 65,701,867

財務収益 △ 104,749 △ 65,806,616

616,676,539

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 10,663,910

損益外固定資産除売却相当額 527,370 11,191,280

Ⅲ 1,884,851

Ⅳ

182,330

3,748,871 3,931,201

Ⅴ 633,683,871

行政サービス実施コスト計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用

(2) （控除）自己収入等

業　務　費　用　合　計

引当外退職給付増加見積額

機会費用

行政サービス実施コスト

国又は地方公共団体財産の無償又
は減額された使用料による貸借取引
の機会費用
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Ⅰ 重要な会計方針

１　運営費交付金収益の計上基準

　費用進行基準を採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

　　　　建物　　　　　　　　５～47年

　　　　車両運搬具　　　　　　　５年

　　　　工具器具備品　　 ３～10年

　②　無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

　　　（３～５年）に基づいております。

　　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額につい

　　ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３　退職給付に係る引当金及び見積り額の計上基準

  役職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上

しておりません。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年

度末に在職する役職員について、自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上し

ております。

４ 　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　（１）　国有財産等無償使用の機会費用の計算方法

　　　　　近隣の固定資産評価額を参考にし、一定率を乗じて算出しております。

　（２）　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　　　国債利回り等を参考に１．６５０％で算出しております。

５ 　リ－ス取引の処理方法

　リ－ス料総額が３００万円以上のファイナンス・リ－ス取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　リ－ス料総額が３００万円未満のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

注　記　事　項
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６ 　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

７

(固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準等）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（「固定資産の減損に

係る独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」

　これによる損益及び資本に与える影響はありません。

Ⅱ 貸借対照表関係

　運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 165,271,064 円

　　定期預金 -

　　現金及び現金同等物 165,271,064 円

Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書関係

　　引当外退職給付増加見積額のうち、5,832,542円については国からの出向職員に係るもので　

　す。

Ⅴ　減損会計関係

用途

通信設備

　　電話加入権の売買市場価格が著しく下落したため、減損の兆候が認められましたが、

　回収可能サービス価額（ＮＴＴ公定価格37,800円）が帳簿価額を上回っているため、

　減損額は算出されませんでした。

Ⅵ

　　該当無し

Ⅶ 重要な後発事象

　　該当無し

91,000円

一般回線13,000円×7回線

重要な債務負担行為

70,917,335円

（独立行政法人会計基準研究会（平成17年6月29日）））を適用しております。

　会計処理の変更

種　類 場　所 帳簿価額

電話加入権 東京事務所
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一 　　　般　　　業　　　務　　　勘　　　定

附　　　　属　　　　明　　　　細　　　　書

1 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86
特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益
外減価償却相当額も含む。）の明細

2 資本金及び資本剰余金の明細

3 積立金の明細

4 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

5 役員及び職員の給与の明細

6 その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

7 関連公益法人等に関する事項
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１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による
　損益外減価償却相当額も含む。）の明細

当期償却額

建　　　物 2,205,000 0 0 2,205,000 272,868 130,977 1,932,132

有形固定資産 車両運搬具 21,495,000 0 0 21,495,000 9,182,750 3,953,100 12,312,250

（償却費損益内） 工具器具備品 9,061,447 6,888,840 0 15,950,287 3,573,750 1,948,451 12,376,537

計 32,761,447 6,888,840 0 39,650,287 13,029,368 6,032,528 26,620,919

建　　　物 210,910,000 0 0 210,910,000 26,694,674 7,627,050 184,215,326

有形固定資産 車両運搬具 0 0 0 0 0 0 0

（償却費損益外） 工具器具備品 25,467,159 0 1,529,025 23,938,134 17,415,924 2,743,735 6,522,210

計 236,377,159 0 1,529,025 234,848,134 44,110,598 10,370,785 190,737,536

建　　　物 213,115,000 0 0 213,115,000 26,967,542 7,758,027 186,147,458

有形固定資産合計
車両運搬具 21,495,000 0 0 21,495,000 9,182,750 3,953,100 12,312,250

工具器具備品 34,528,606 6,888,840 1,529,025 39,888,421 20,989,674 4,692,186 18,898,747

計 269,138,606 6,888,840 1,529,025 274,498,421 57,139,966 16,403,313 217,358,455

無形固定資産 ソフトウェア 4,486,650 2,319,450 0 6,806,100 2,156,228 932,121 4,649,872

（償却費損益内） 計 4,486,650 2,319,450 0 6,806,100 2,156,228 932,121 4,649,872

無形固定資産 ソフトウェア 1,750,000 0 0 1,750,000 1,750,000 293,125 0

（償却費損益外） 計 1,750,000 0 0 1,750,000 1,750,000 293,125 0

無形固定資産 電話加入権 91,000 0 0 91,000 91,000

（非償却） 計 91,000 0 0 91,000 91,000

ソフトウェア 6,236,650 2,319,450 0 8,556,100 3,906,228 1,225,246 4,649,872

無形固定資産合計 電話加入権 91,000 0 0 91,000 91,000

計 6,327,650 2,319,450 0 8,647,100 3,906,228 1,225,246 4,740,872

敷金・保証金 10,882,840 0 256,000 10,626,840 10,626,840

計 10,882,840 0 256,000 10,626,840 10,626,840

投資その他の資産

資産の種類

（単位：円）

期末残高

減価償却累計額

差引当期末残高期首残高 当期増加額 摘　要当期減少額
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２　資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

区　           　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資　本　金

政府出資金 275,907,851 0 0 275,907,851

　計 275,907,851 0 0 275,907,851

資本剰余金

資本剰余金

　　損益外固定資産除売却差額 △ 6,909,522 △ 1,529,025 0 △ 8,438,547 特定資産の除却

損益外減価償却累計額 △ 36,198,343 △ 10,663,910 △ 1,001,655 △ 45,860,598 特定資産の除却

計 △ 43,107,865 △ 12,192,935 △ 1,001,655 △ 54,299,145

３　積立金の明細
（単位：円）

区　　 　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

通則法４４条１項　積立金　 29,850,653 4,798,853 0 34,649,506
前期決算承認に
伴う利益の処分

計 29,850,653 4,798,853 0 34,649,506

４　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）　運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当期 当　期　振　替　額 期末残高

交　付　額 運営費交付金 資産見返 資本剰余金 小　　計

収　　　　　　益 運営費交付金

平成１５年度 15,126,168 0 0 0 0 0 15,126,168

平成１６年度 13,670,265 0 0 0 0 0 13,670,265

平成１７年度 37,540,681 0 0 0 0 0 37,540,681

平成18年度 0 654,040,000 610,702,204 9,208,290 0 619,910,494 34,129,506

合　　計 66,337,114 654,040,000 610,702,204 9,208,290 0 619,910,494 100,466,620
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（２）　運営費交付金債務の当期振替額の明細
　　①　１５年度交付分  (単位：円)

区　　　　分 金　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳

成果進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (期間進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

費用進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0
① 費用進行基準を採用した業務： 全ての業務

資産見返運営
費交付金

0
② 当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額： 0円

資本剰余金 0
イ）自己収入に係る収益計上額： 0円
ウ）固定資産の取得額：　0円

計 0
③ 運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし。

会計基準第８０第３項による
振替額 0

合　　　計 0

　　②　１６年度交付分  (単位：円)
区　　　　分 金　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳

成果進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0     －（期間進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

費用進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0
① 費用進行基準を採用した業務： 全ての業務

資産見返運営
費交付金

0
② 当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額： 0円

資本剰余金 0
イ）自己収入に係る収益計上額： 0円
ウ）固定資産の取得額：　0円

計 0
③ 運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし。

会計基準第８０第３項による
振替額 0

合　　　計 0
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　　③　１７年度交付分  (単位：円)
区　　　　分 金　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳

成果進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (期間進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

費用進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0
① 費用進行基準を採用した業務： 全ての業務

資産見返運営
費交付金

0
② 当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額 ： 0円

資本剰余金 0
イ）自己収入に係る収益計上額 ： 0円
ウ）固定資産の取得額 ： 0円

計 0
③ 運営費交付金の振替額の積算根拠
当期振替額なし

会計基準第８０第３項による
振替額 0

合　　　計 0

　④　18年度交付分

区　　　　分 金　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳

成果進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

0    － (期間進行基準を採用した業務は無い)

資産見返運営
費交付金

0

資本剰余金 0

計 0

費用進行
基準による
振替額

運営費交付金
収益

610,702,204
① 費用進行基準を採用した業務： 全ての業務

資産見返運営
費交付金

9,208,290
② 当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額 ： 610,806,953円

資本剰余金 0

 （役職員等人件費 ： 141,358,981円、その他北方対策業務費 ：435,461,647円､
その他経費 ： 33,986,325円）
イ）自己収入に係る収益計上額 ： 104,749円
ウ）固定資産の取得額 ： 9,208,290円

計 619,910,494

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金収益 610,702,204 ＝ 費用 610,806,953 － 収益計上 104,749
資産見返運営費交付金 9,208,290 ＝ 資産取得 9,208,290

会計基準第８０第３項による
振替額 0

合　　　計 619,910,494
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（３） 運営費交付金債務残高明細
（単位：円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

１５年度

成果進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (成果進行基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

15,126,168

○ 費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、給与改定等による減及び会計上計上する必
要の無い退職給付引当金繰入額を予算に含めていたことにより、運営費交付金の収
益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本
事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達
成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度にお
いて、収益化する予定である。

計 15,126,168

１６年度

成果進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (成果進行基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

13,670,265

○ 費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

○ 運営費交付金債務残高の主な発生理由は、人事交流等による給与額の減により、運
営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計
画で予定した本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであ
り、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度にお
いて、収益化する予定である。

計 13,670,265

１７年度

成果進行基準を
採用した業務に
係る分

0
    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

37,540,681

○ 費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

○ 運営費交付金債務残高の主な発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少
及び給与改定等に伴う経費の減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下
回り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本事業年度に実施す
べき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付
金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、平成19事業年度にお
いて、収益化する予定である。

計 37,540,681

１８年度

成果進行基準を
採用した業務に
係る分

0
    － (成果進行基準を採用した業務は無い)

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

0
   － (期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

34,129,506

○ 費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

○ 運営費交付金債務残高の主な発生理由は、入札差額が生じたことによる経費の減少
及び給与改定等に伴う経費の減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下
回り、翌事業年度に繰り越したもの。なお、中期計画で予定した本事業年度に実施す
べき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付
金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において、
収益化する予定である。

計 34,129,506

- 40 -



５　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

区　　　分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役　　　　員
(3,388) （7） (0) （0）
15,366 2 0 0

職　　　　員
(25,982) （7） (308) （4）
78,740 12 2,273 2

合　　　　計
(29,370) (14) (308) (4)
94,106 14 2,273 2

　（注）

　　１　役員報酬については、役員報酬規程による。なお、年度末の役員数は、９人となっ

　　　ている。また、支給額は共通費として配分した額を計上している。

　　２　職員給与については、職員給与規程による。なお、支給額及び支給人員には、共通

　　　費の対象人員が含まれている。

　　３　非常勤職員給与については、非常勤職員の就業等に関する規程による。

　　４　支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。

　　５（　）書きは、非常勤役員及び非常勤職員で外数である。

　　６　非常勤職員の給与及び退職手当は、業務費に含まれる人件費であり、これらは決算

　　　報告書の人件費には、含まれていない。

６　その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金 （単位：円）

区 分 金 額 摘 要

現 金 196,519

普 通 預 金 165,074,545

合 計 165,271,064
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７　関連公益法人等に関する事項

（1）関連公益法人の概要

役職 氏名

社団法人 ・北方領土の返還要求 助成団体 理事長 小泉　敏夫
千島歯舞諸島居住者連盟 署名運動の推進 副理事長 鈴木　寛和

･元居住者の事業の経 副理事長 萬屋　　努
営と生活の安定を増進 専務理事 髙橋　淳一
するための援護対策の 理事 池田　英造
推進 理事 岩田　宏一
・返還運動後継者の育 理事 臼田　誠治
成対策推進 理事 大坂　光明
・北方四島への自由訪 理事 大塚　誠之助
問事業実施 理事 影井　豪之助

理事 河田　弘登志
理事 斉藤　　斉
理事 佐藤　健二
理事 須崎　源蔵
理事 鈴木　健二郎
理事 高橋　昭一
理事 武田　勝三
理事 野潟　龍彦
理事 野口　繁正
理事 浜松　とみ
理事 宮下　健四郎
理事 森　　常雄
理事 矢原　芳蔵
理事 山崎　雷司
理事 山田　勝利
理事 山本　昭平
理事 山本　知己
理事 吉田　義久
監事 工藤　久男
監事 岡田　省一

（２）関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図（平成18年4月１日～平成19年3月31日）

（３）関連公益法人等の財務状況（平成18年4月１日～平成19年3月31日）
（単位：円）

（４）関連公益法人等の基本財産の状況（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：円）

（５）関連公益法人等との取引の状況（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：円）

援護関係事業実施

業務概要

134,592,001 105,345,04429,246,957

資　　産 負　　債

団体名

正味財産の額

（事業助成）

独立行政法人
北方領土問題対策協会

役　　　員

当期収支差額

2,782,587

当期収入合計額 当期支出合計額

174,599,613 171,817,026

協会での最終職名
協会との関係

債務保証の明細 事業収入の金額

基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

    　　　　　　該当なし 　　　　　　　　　　　該当なし　　　　

事業助成金交付

38.67%該当なし 該当なし 174,599,613 67,533,064

発注に係る割合発注に係る金額債権債務の明細

（社）千島歯舞諸島居住者連盟
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貸 　　　付　　　業　　　務　　　勘　　　定

財　　　　　務　　　　　諸　　　　　表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

キャッシュ・フロー計算書

利益の処分に関する書類

行政サービス実施コスト計算書

注 記 事 項

附 属 明 細 書

自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日  
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資　産　の　部

Ⅰ
1,224,442,248

5,660,786,589
△ 35,476,875 5,625,309,714

832,694
11,150,448
98,427

6,861,833,531

Ⅱ
1

14,590,104
△ 8,495,032 6,095,072

6,095,072

2
570,938
91,000
661,938

3
120,791,911
△ 87,172,940 33,618,971

33,618,971
40,375,981

6,902,209,512

工具器具備品減価償却累計額

未 収 収 益
未 収 金

破 産 更 生 債 権 等

科　　　　　　　目

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

金　                    　　額

固 定 資 産

投資その他の資産合計

（単位：円）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成１９年３月３１日現在）

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金
前 払 費 用

電 話 加 入 権

現 金 及 び 預 金
貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

有形固定資産合計
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（単位：円）

負　債　の　部

Ⅰ
36,070,308

1,293,000,000
7,030,835
19,509,770
1,105,468
45,958

1,356,762,339

Ⅱ

4,717,482
3,834,800,000

3,839,517,482
5,196,279,821

資　本　の　部

Ⅰ
1,000,000,000

1,000,000,000

Ⅱ
705,929,691

0
705,929,691

1,705,929,691
6,902,209,512

　

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 産 見 返 負 債
資 産 見 返 補助 金等

基 金

科　　　　　　　目

利 益 剰 余 金 合 計

未 払 金

長 期 借 入 金

固 定 負 債

未 払 費 用

一年内返済予定長期借入金

預 り 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
積 立 金

前 受 収 益

預 り 補 助 金 等
流 動 負 債

金　                    　　額
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（単位：円）

経常費用
貸付業務費
外部委託費 14,550,765

7,431,391
1,430,128
2,081,140
1,016,610
3,033,380 29,543,414

18,354,078
57,133,100
16,080,660
11,114,845
1,656,557
646,160
9,142,489
365,420
98,073
22,102

4,657,576
3,074,278 122,345,338

89,189,994
241,078,746

経常収益
補助金等収益 155,293,192
貸付金利息 77,968,859
資産見返負債戻入
資産見返補助金等戻入 1,366,566

財務収益
有価証券利息 3,365,754
受取利息 853,763 4,219,517

雑益 36
経常収益合計 238,848,170
経常損失 2,230,576

臨時損失
固定資産除却損 127,277
臨時損失合計 127,277

臨時利益
貸倒引当金戻入益 2,317,853
償却債権取立益 40,000
臨時利益合計 2,357,853

当期純利益 0
当期総利益 0

損　　　益　　　計　　　算　　　書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

図書印刷費

給与、賞与及び諸手当

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

旅費交通費
消耗品費
通信費

役員報酬

法定福利費

旅費交通費

その他業務経費

その他人件費

一般管理費

賃借料

その他管理経費
減価償却費

経常費用合計

退職手当

財務費用
支払利息

水道光熱費
消耗品費
通信費
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キャッシュ・フロー計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

（単位：円）

項　　　　　　　目 金　　　額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 102,532,054

貸付けによる支出 △ 968,846,000

委託手数料支出 △ 14,616,449

その他の業務支出 △ 29,292,845

貸付金回収による収入 919,856,267

貸付金利息収入 77,774,091

補助金等収入 192,340,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 40,473,689

その他収入 40,036

　　　　小計 34,249,357

利息の受取額 4,992,258

利息の支払額 △ 89,605,686

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,364,071

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 700,000,000

有価証券の償還による収入 700,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,186,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,186,500

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,250,000,000

短期借入金の返済による支出 △ 1,250,000,000

長期借入れによる収入 1,620,200,000

長期借入金の返済による支出 △ 1,655,700,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 35,500,000

Ⅳ 資金減少額 △ 87,050,571

Ⅴ 資金期首残高 311,492,819

Ⅵ 資金期末残高 224,442,248
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利益の処分に関する書類

(単位：円）

項　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

Ⅰ 当期未処分利益 0

Ⅱ 利益処分額 0
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

貸付業務費 29,543,414

一般管理費 122,345,338

財務費用 89,189,994

臨時損失 127,277 241,206,023

貸付金利息 △ 77,968,859

財務収益 △ 4,219,517

雑益 △ 36

臨時利益 △ 2,357,853 △ 84,546,265

業務費用合計 156,659,758

Ⅱ 0

Ⅲ 12,932,706

Ⅳ

16,500,000

Ⅴ 186,092,464行政サービス実施コスト

引当外退職給付増加見積額

政府出資又は地方公共団体出
資等の機会費用

機会費用

行政サービス実施コスト計算書
（自　平成１８年４月１日～至　平成１９年３月３１日）

項　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

損益外減価償却相当額

(1) 損益計算書上の費用

(2) （控除）自己収入等
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Ⅰ 重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

　　　　工具器具備品　　２～１５年

　②　無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

　　　（４～５年）に基づいております。

２　退職給付に係る引当金及び見積り額の計上基準

　役職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上

しておりません。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当退職給付増加見積額は、事業年度

末に在職する役職員について、自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上して

おります。

３ 　引当金の計上根拠及び計上基準

　　貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及

　　び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

４ 　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　　　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　　　国債利回り等を参考に１．６５０％で算出しております。

５ 　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式になっております。

６

注 記 事 項

　会計処理の変更

（固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準等）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（「固定資産の減損に係る独立行政

法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（独立行政法人会計基準

研究会（平成17年6月29日）））を適用しております。

　これによる損益及び資本に与える影響はありません。
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Ⅱ 貸借対照表関係

　補助金等から充当されるべき退職手当の見積額

円

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 1,224,442,248 円

　　定期預金 1,000,000,000 円

　　現金及び現金同等物 224,442,248 円

Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書関係

　　引当外退職給付増加見積額のうち、468,527円については国からの出向職員に係るものです。

Ⅴ　減損会計関係

用途

通信設備

　　電話加入権の売買市場価格が著しく下落したため、減損の兆候が認められましたが、

　回収可能サービス価額（ＮＴＴ公定価格37,800円）が帳簿価額を上回っているため、

　減損額は算出されませんでした。

　　該当なし

Ⅶ　重要な後発事象

　　該当なし

Ⅵ  重要な債務負担行為

68,683,021

種　類 場　所 帳簿価額

電話加入権 札幌事務所 91,000円

一般回線13,000円×7回線
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貸 　　　付　　　業　　　務　　　勘　　　定

附　　　　属　　　　明　　　　細　　　　書

1 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86
特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益
外減価償却相当額も含む。）の明細

2 貸付金の明細

3 長期借入金の明細

4 貸付金に対する貸倒引当金の明細

5 退職給付引当金の明細

6 資本金及び資本剰余金の明細

7 積立金の明細

8 補助金等の明細

9 役員及び職員の給与の明細

10 その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細
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１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による

　損益外減価償却相当額も含む。）の明細

２　貸付金（破産更生債権等含む）の明細

３　長期借入金の明細

三 菱 東 京 UFJ 0 350,000,000 0

3,478,737,128

摘要

H21.12.25

期 末 残 高

1.70

0

96,872,000

919,780,742

当 期 減 少 額

H25.12.25

返 済 期 限

350,000,000

(63,600,000)
1.77

4,263,252 △ 6,645,465 △ 87,172,940

719,700,000
(155,200,000)

381,939,709

6,645,465

1,400,000

(うち一年以内返済予定額)

570,938

570,938

91,000

△ 87,172,940

518,875

摘 要差引当期末残高

6,095,072

6,095,072

1,255,167,353

回収額 償却額

12,053,621 33,618,971

0

貸倒引当金 △ 98,081,657

417,898,000

406,075,603

82,892,000

5,739,158,707

84,456,543

4,401,099,354

3,416,589,607

50,292,137

443,685,464

平 均 利 率 (%)

416,200,000

農 林 中 金 1,043,900,000 0

北 洋 銀 行 1,693,800,000 499,000,000

借 入 先 期 首 残 高 当 期 増 加 額

道 信 漁 連 1,770,600,000 421,200,000 418,400,000

区分 資金種類 期首残高 当期増加額

371,073,331

1,523,000

146,923,959

70,696,618

627,739 41,577,163

3,094,726

308,000,000

445,908,000

245,852,479

413,003,991 4,427,357,898

27,739,92515,380,000

11,400,000

61,188,000

49,940,000

19,487,235

38,076,806

81,847,546

465,273,658

生 活 資 金

442,938,000

14,200,000

0

24,291,242

当期減少額

409,904,751

23,530,000

157,015,201

10,840,000

1,074,622,152

38,384,340 7,288,252

0 2,215,500

1,644,562

投資その他の資産

合計

0

破産更生債権等 136,465,997 3,025,000

8,495,032 2,555,403

無形固定資産 ソフトウェア 2,005,500 210,000

766,500

1,644,562

127,277 14,590,104

期首残高

14,590,104 8,495,032 2,555,403

減価償却累計額

当期償却額
当期増加額

766,500有形固定資産

（償却費損益内）

工具 器具 備品

計

資産の種類

13,950,881

13,950,881

（償却費損益内） 計

1,110,580,443

摘要

518,875

91,000

661,938

期末残高

120,791,911

91,000

2,005,500 210,000 0 2,215,500

91,000

3,673,800 0

1,644,562

1,644,562

18,699,086 120,791,911

2,306,500 518,875

30,696,200

0 1,288,200,602

33,618,971

当期減少額 期末残高

127,277

0 91,000無形固定資産 電話加入権 91,000 0

（非償却） 計 91,000 0

計 5,163,300,000 1,620,200,000 1,655,700,000

事 業 資 金

計

生 活 資 金

住宅新築資金

住宅改良資金

更 生 資 金

漁 業 資 金

農 林 資 金

商 工 資 金

修 学 資 金

法 人 資 金

合 計

324,200,000

6,645,465 5,781,578,500

80,000,000

968,846,000

1,776,600,000

(447,200,000)
H25.12.25

(436,800,000)

1.62

1.61 H25.11.25
1,773,400,000

1.67
(1,293,000,000)

5,127,800,000

計

0 66,020,000

（単位：円）

（単位：円）

903,600,000
1.83 H25.12.25

570,938

（単位：円）

(190,200,000)
信 金 中 金 655,000,000 350,000,000 101,400,000

無形固定資産合計

ソフトウェア

電話加入権

2,005,500

91,000

2,096,500 210,000 0計

518,8752,215,500

0 0 91,000

210,000 0
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４　貸付金に対する貸倒引当金の明細

※　貸倒引当金の算定方法は「重要な会計方針」に記載している。

５　退職給付引当金の明細

６　資本金及び資本剰余金の明細

７　積立金の明細

８　補助金等の明細　

９　役員及び職員の給与の明細　

１　役員報酬については、「役員報酬規程」による。また、支給額は共通費として配分した額を計上している。

２　職員給与については、「職員給与規程」による。なお、支給額及び支給人員には共通費の対象人員が含まれている。
３　非常勤職員給与については、非常勤職員の就業等に関する規程による。
４　支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。
５　（）書きは、非常勤役員及び非常勤職員で外数である。

10　その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　現金及び預金

(59) (1)

1,657 2

1,657 2

(59) (1)

0 0

(0) (0)

退職手当

支給額 支給人員（人）

合 計 1,224,442,248

定 期 預 金 1,000,000,000

郵便振替口座 3,028,479

現 金 119,263

普 通 預 金 221,294,506

（単位：円）

区 分 金 額 摘 要

（注）

(9)(19,010)

15,366 2

合　　　計
72,499 14

職　　　員
(16,022) (7)

57,133 12

期末残高

0

0 0 0

0 142,312,881

区 分
期首残高 当期増減額 期末残高

貸付金の残高

48,277,648 5,620,519,966 15,156,499 18,905一般債権

貸倒懸念債権

破産更生債権等

5,572,242,318

30,450,392 9,816,231

136,465,997 △ 15,674,086

区 分 当期交付額

計 5,739,158,707 42,419,793

通則法44条１項　積立金　

期首残高

貸倒引当金の残高

期首残高 当期増減額 期末残高

18,374,977 1,926,494 20,301,471

15,175,404

摘要

120,791,911 98,081,657 △ 10,908,717 87,172,940

40,266,623

当期増加額 当期減少額 期末残高

5,781,578,500 131,613,133 △ 8,963,318 122,649,815

（単位：円）

期末残高

計 156,269,692

(2,988) (2)

支給額 支給人員（人）

報酬又は給与
区 分

役　　　員

　　管理費補給金 143,289,381

0 12,980,311　　利子補給費 12,980,311

0 976,500 0

0 155,293,192976,500 0

0

摘要

0 0 705,929,691

資産見返
補助金等

貸付事業費補助金

0 1,000,000,000

705,929,691

左の会計処理内訳

建設仮勘定
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

（単位：円）

摘要

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額

区 分

資本剰余金 基金

摘要

1,000,000,000

（単位：千円、人）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

0 1,000,000,000

収益計上

当期減少額 摘要

2,098,500 0

2,098,500

2,098,500

計 1,000,000,000 0

区 分 期首残高 当期増加額

退職給付引当金 2,098,500 0

0 0

002,098,500

2,098,500退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務
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平　成　１ ８　事　業　年　度

決　　　算　　　報　　　告　　　書

独立行政法人北方領土問題対策協会
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決　算　報　告　書 （法人単位）
平成19年3月31日

（単位：円）

区　　　　分 予算額 決算額 差　額 備　　　　考

収入

運営費交付金 654,040,000 654,040,000 0

貸付事業費補助金 192,340,000 156,269,692 36,070,308
　長期借入金利息の減少、業務費の節
約、貸倒引当金繰入、予備費の不使用に
より収支差補助に不用額が生じた。

貸付金利息収入 82,842,000 77,968,859 4,873,141

事業外収入 3,531,000 4,324,302 △ 793,302

政府受託収入 83,500,000 65,701,867 17,798,133
　年度当初に予定していた事業受託が開
催されなかったこと等による減。

償却債権取立益 0 40,000 △ 40,000

（損益計算書計上額との相違の概要）

計 1,016,253,000 958,344,720 57,908,280

   決算額の貸付事業費補助金には資産見
返補助金等（固定資産取得経費）が含まれ
ており、資産見返補助金等戻入及び貸倒
引当金戻入益は含まれていない。

支出

北方対策事業費 498,362,000 475,388,934 22,973,066 　入札差額等による経費の節約減。

貸付業務関係経費 145,138,000 121,018,620 24,119,380
　業務費の節約、長期借入金の減少により
金利負担が軽減されたため。

一般管理費 51,091,000 48,373,195 2,717,805

人件費 238,162,000 215,923,174 22,238,826
　 給与改定及び人事交流等による給与額
の減及び期中における職員の減。

受託業務費 83,500,000 65,551,553 17,948,447

計 1,016,253,000 926,255,476 89,997,524 （損益計算書計上額との相違の概要）

　北方対策事業費の中には、資産計上し
た固定資産の取得費及び臨時損失に計
上した固定資産の撤去費用が含まれてい
る。

　貸付業務関係経費の中には損益計算書
の一般管理費に計上されている減価償却
費の一部及び資産計上した固定資産取得
経費が含まれている。

　一般管理費の中には、資産計上した固
定資産取得経費が含まれている。

　人件費の中には、損益計算書の役員報
酬、給与、賞与及び諸手当、法定福利費
が含まれている。
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勘　　　　　　　　定　　　　　　　　別

決　　　　算　　　　報　　　　告　　　　書

自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日  
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（単位：円）

備　　　　考

収入

運営費交付金 654,040,000 654,040,000 0

事業外収入 18,000 104,749 △ 86,749

政府受託収入 83,500,000 65,701,867 17,798,133
　年度当初に予定していた事業受託
が開催されなかったこと等による減。

計 737,558,000 719,846,616 17,711,384

支出

北方対策事業費 498,362,000 475,388,934 22,973,066   入札差額等による経費の節約減。

一般管理費 33,045,000 33,042,375 2,625

人件費 122,651,000 111,583,934 11,067,066
  給与改定及び人事交流等による給与額
の減。

受託業務費 83,500,000 65,551,553 17,948,447

計 737,558,000 685,566,796 51,991,204 （損益計算書計上額との相違の概要）
　北方対策事業費の中には資産計上した
固定資産の取得費及び臨時損失に計上
した固定資産の撤去費用が含まれてい
る。

　人件費の中には損益計算書の役員報
酬、給与、賞与及び諸手当、法定福利
費、退職手当が含まれている。

決　算　報　告　書（一般業務勘定）

区　　　　分 予算額 決算額 差　額

平成19年3月31日
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決　算　報　告　書（貸付業務勘定）
平成19年3月31日

（単位：円）

区　　　　分 予算額 決算額 差　額 備　　　　考

収入

貸付事業費補助金 192,340,000 156,269,692 36,070,308
　長期借入金利息の減少、業務費の節約、
貸倒引当金繰入、予備費の不使用により収
支差補助に不用額が生じた。

貸付金利息収入 82,842,000 77,968,859 4,873,141

事業外収入 3,513,000 4,219,553 △ 706,553

償却債権取立益 0 40,000 △ 40,000

計 278,695,000 238,498,104 40,196,896
（損益計算書計上額との相違の概要）
　決算額の貸付事業費補助金には資産見
返補助金等（固定資産取得経費）が含まれ
ており、資産見返補助金等戻入及び貸倒
引当金戻入益は含まれていない。

支出

貸付業務関係経費 145,138,000 121,018,620 24,119,380
　業務費の節約、長期借入金の減少により
金利負担が軽減されたため。

一般管理費 18,046,000 15,330,820 2,715,180 　経費の節約減

人件費 115,511,000 104,339,240 11,171,760
　期中における職員の減及び人事交流等
による給与額の減少。

計 278,695,000 240,688,680 38,006,320
（損益計算書計上額との相違の概要）

　貸付業務関係経費の中には損益計算書
の一般管理費に計上されている減価償却
費の一部及び資産計上した固定資産取得
経費が含まれている。

　一般管理費には資産計上した固定資産
取得経費が含まれている。

　人件費の中には損益計算書の役員報
酬、給与、賞与及び諸手当、法定福利費が
含まれている。
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